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重視する国際イニシアチブ

本資料は本投資法人及び本資産運用会社の価値創造
プロセスを分かりやすくお伝えすることを目的として、
2019年度より発行しています。また本投資法人及び
本資産運用会社は、本資料を投資主や投資家の皆様
をはじめとするステークホルダーの方々との重要なコ
ミュニケーションツールとして位置付けており、編集に
あたっては、IFRS財団が推奨する「国際統合報告フレームワーク」及び経済産
業省の「価値協創ガイダンス」を参照して、分かりやすく記載しています。
本資料を通じて、本投資法人及び本資産運用会社の基本理念に基づく企業
価値向上に向けた取り組みの状況や、持続可能な社会の実現に向けた価値
創造についてご理解頂けるよう、今後も建設的な対話に資するコミュニケー
ションとしての有用性を高めるよう努めてまいります。

Sustainable Development Goals (SDGs) 

SDGsは、2001年に策定されたミレニアム開発目
標の後継として、2015年9月の国連サミットで採
択された「持続可能な開発のための2030アジェン
ダ」に記載された国際目標です。中長期的にステー
クホルダーから解決を期待される課題であり、2019年9月の「重要課題（マ
テリアリティ）」特定にあたり参照しました。

数値で見る福岡リート投資法人

本資料には、将来の業績、計画、又は経営目標、戦略等が記述されてい
る場合があります。これらの将来に関する記述は、福岡リート投資法
人及び株式会社福岡リアルティの現時点での判断に基づくものであ
るため、福岡リート投資法人の将来の業績はさまざまな要因により大
きく異なる可能性があります。したがいまして、福岡リート投資法人及
び株式会社福岡リアルティは、本資料及び本資料に基づく説明をもって
福岡リート投資法人の業績を保証するものではありません。また、福岡�
リート投資法人及び株式会社福岡リアルティは、信頼できると考えられる情報に
基づいて本資料を作成していますが、内容の正確性、妥当性又は完全性を保証す
るものではありません。
本資料の記載事項は全て資料作成時のものであり、事前の連絡なしに変更す
る場合がありますので予めご了承下さい。
本資料は、皆様に対する情報提供を目的としたものであり、投資その他の行動
を勧誘するものではありません。
投資に係る最終的決定は投資価値の減少等投資に係るリスクを十分ご認
識、ご理解の上、投資家ご自身の判断と責任で行うようお願い致します。�
事前の承諾なしに、本資料に掲載されている内容の全部又は一部について、転
載、使用、複製、配布、改変等を行うことを禁止します。

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

気候変動は国際社会における主要な課題であ
り、金融安定理事会(FSB)により設置された「気
候関連財務情報開示タスクフォース（以下「TCFD」といいます。）」が2017年6
月に公表した提言の趣旨に賛同し、2022年9月に署名しました。今後も環境負
荷の低減や地域社会への貢献等に取り組んでいくとともに、TCFDの提言内容
を踏まえ、気候変動影響の開示、具体的な施策実施に取り組んでまいります。

33物件

物件数

投資タイプ
（取得価格ベース）

投資対象エリア
（取得価格ベース）

稼働率

含み益

分配金利回り

資産規模

1口当たり
分配金

99.4%

4.1%

41.7%

3,523円

R&I A +
（安定的)

206,339
百万円

8968
証券コード

2月・8月

決算期

※�金額及び比率の端数処理…本資料では、特に記載のない限り単位未満の数値について、金
額は切り捨て、比率は小数第2位を四捨五入して記載しています。

JCR AA 
       （安定的)

責任投資原則 (PRI)

PRIは、環境・社会・ガバナンス（ESG）の要素を投
資プロセスに反映させることを目的とする6つ
の基本原則、及びそれに賛同する国際的な金融
機関のネットワークであり、株式会社福岡リアルティは、不動産投資運用業
務におけるESGへの配慮を進めるにあたり、国際的な水準での実践を進め
るため、 責任投資原則（PRI）に賛同し、2018年9月に署名しました。

本書の位置付け

※福岡都市圏とは、福岡市・筑紫野市・春日市・大野城市・宗像市・大宰府市・古賀市・福津市・糸島市・那珂川市・宇美町・篠栗町・志免町・須恵町・新宮町・久山町・粕屋町を指します。

14.0%
その他

53.0%

商業施設

格付
企業業績や財務内容等を分析し、企業が発行する債券の元本や利払い能力の安全度や
信用力に対して付けられる等級をいう。
LTV
Loan to Valueの略称で、借入金比率を示す指標。借入金返済の安定度を測る尺度であ
る。値が小さいほど、負債の元本償還に対する安全度が高いといえる。 
【計算式】 LTV（％）＝（有利子負債総額÷総資産）×100

用語

77.1%

福岡都市圏※
22.9%
その他九州地域

33.0%
オフィスビル

財務情報

統合報告書

非財務情報

・決算短信
・有価証券報告書
・資産運用報告書
・運用体制報告書

・決算説明資料
・�サステナビリティ�
情報ウェブ開示
・会社案内
・PR情報開示

格付★

LTV★

43,026
百万円
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福岡リート投資法人の概要

福岡リート投資法人のあゆみ 福岡・九州の動き
2005年 ●東京証券取引所・福岡証券取引所上場　�

●物件取得：サンリブシティ小倉、サニックス博多ビル
●地下鉄七隈線開業�
●九州国立博物館開館

2006年
●第1回公募増資（発行価格153,272円）（注）　�
●キャナルシティ博多開業10周年
●�物件取得：大博通りビジネスセンター、アメックス赤坂門タワー、スクエアモール鹿児島宇宿、�
熊本インターコミュニティSC

●新北九州空港開港

2007年 ●物件取得：花畑SC、シティハウスけやき通り ●天神ロフト開業

2008年 �●キャナルシティ博多サウスビルリニューアル�（２階）
�●物件取得：久留米東櫛原ＳＣ、ケーズデンキ鹿児島本店 ●福岡県久留米市が中核市に

2009年 ●物件取得：東比恵ビジネスセンター ●九州大学六本松キャンパス閉校（再開発事業区画）

2010年 ●キャナルシティ博多共用部リニューアル、パークプレイス大分共用部、テナント区画リニューアル ●福岡パルコ開業

2011年
�●第2回公募増資�（発行価格115,217円）（注）
●IR九州部会開始
●「2011年度全上場企業ホームページ充実度ランキング」最優秀賞を受賞
●物件取得：キャナルシティ博多・B

●九州新幹線鹿児島ルート全線開通

2012年
●�キャナルシティ博多サウスビルLAOX/XEBIOオープン
●「2012年度全上場企業ホームページ充実度ランキング」最優秀賞を受賞
●�物件取得：Aqualia千早

●福岡都市高速道路環状線全線開通

2013年

●第3回公募増資�（発行価格142,116円）（注）
●�第１回投資法人債★発行
●「2013年度全上場企業ホームページ充実度ランキング」最優秀賞を受賞�
●�物件取得：天神西通りセンタービル、ディー・ウイングタワー、ホテルフォルツァ大分、�
天神ノースフロントビル

●福岡市人口が150万人を突破�
●JR九州観光列車「ななつ星in九州」運行開始

2014年
�●投資口5分割実施　
●IR 優良企業奨励賞を受賞（一般社団法人日本IR協議会主催）
●物件取得：鳥栖ロジスティクスセンター、グランフォーレ薬院南

●福岡市が国家戦略特区に指定�
●クルーズ船寄港数115隻

2015年
●第4回公募増資（発行価格212,257円）（注）
●福岡リート投資法人10周年
●物件取得：ロジシティみなと香椎、マリノアシティ福岡（マリナサイド棟）

●天神ビッグバン始動�
●クルーズ船寄港数259隻（爆買いブーム）�
●JRおおいたシティ開業

2016年 ●キャナルシティ博多開業20周年
● �キャナルシティ博多日本最大級3Dプロジェクションマッピング＆新噴水「アクアパノラマ」導入

●東九州自動車道全線開通�
●クルーズ船寄港数328隻�
●アイランドシティに新青果市場（ベジフルスタジアム）誕生

2017年

●第2回投資法人債発行
●パークプレイス大分15周年リニューアル
●キャナルシティ博多過去最高の来場客数を更新（2017年度1,702万人）
●物件取得：ロジシティ久山
（資産運用会社）
●「お客様本位の業務運営に関する方針」の策定

●福岡市科学館が開館�
●「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群が世界文化遺産に登録

2018年

●�第5回公募増資（発行価格164,414円）（注）/第3回投資法人債発行
●物件取得：木の葉モール橋本、東比恵ビジネスセンターⅡ、ティサージホテル那覇
（資産運用会社）
●「�サステナビリティ方針」の制定/責任投資原則(PRI)署名登録/21世紀金融行動原則(PFA21)署名　　
登録/「ふくおか『働き方改革』推進企業」認定

●�福岡地所株式会社がアビスパ福岡プレミアムパートナーに

2019年 ●GRESBリアルエステイト評価「4スター」及び「グリーンスター」取得
●九州企業初のグリーンローンでの借入を実施 ●福岡空港の民間委託開始

2020年
●J-REIT初の統合報告書を発行
●GRESBリアルエステイト評価「3スター」及び「グリーンスター」取得
●物件取得：東比恵ビジネスセンターⅢ、ロジシティ若宮

●新型コロナウイルス感染症（COVID-19）蔓延�
●国際金融機能誘致 TEAM FUKUOKA の設立

2021年
●キャナルシティ博多開業25周年/ニトリ キャナルシティ博多店オープン
●GRESBリアルエステイト評価「4スター」及び「グリーンスター」取得
●「2021年度全上場企業ホームページ充実度ランキング」最優秀賞を受賞
●物件取得：天神西通りビジネスセンター（底地）

●天神ビッグバン 天神ビジネスセンター竣工

2022年

●�運用ガイドライン一部変更/マテリアリティのKPI・目標を設定/サステナビリティ・リンク・ローン★の実
施/TCFD提言への賛同
●�GRESBリアルエステイト評価「4スター」及び「グリーンスター」取得/GRESB開示評価最高位レベル「A
レベル」取得

●�パークプレイス大分3階シャングリラゾーンのリニューアルオープン
●�物件取得：博多筑紫通りセンタービル、（協議書締結）（仮称）アイランドシティ港湾関連用地（底地）
（資産運用会社）
●『福岡市 Well-being & SDGs 登録制度「マスター」』への登録

●「どんたく」3年ぶりにパレード開催�
●博多祇園山笠 3年ぶりに「追山笠」開催

名称 福岡リート投資法人
代表者 執行役員　古池善司
証券コード 8968

上場日 2005年6月21日
（東京証券取引所、福岡証券取引所）

決算期 2月・8月

資産運用会社 株式会社福岡リアルティ

スポンサー
（資産運用会社の株主）

福岡地所株式会社
九州電力株式会社
株式会社福岡銀行
株式会社西日本シティ銀行
西日本鉄道株式会社

西部ガスホールディングス株式会社
株式会社九電工
九州旅客鉄道株式会社
株式会社日本政策投資銀行

サステナビリティ・リンク・ローン
サステナビリティ・リンク・ローンとは、借り手が野心的なサステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット
（SPTs）を達成することを奨励するローンをいう。

投資法人債
投資法人が投資信託及び投資法人に関する法律（投信法）に基づいて発行する債券のことで、株式会社の
社債に相当する。資金調達手段の一つとして発行し、不動産等の取得や既存物件の修繕費、借入金の返
済や償還金の支払い等に充てる。

用語 NAV
投資信託の純資産総額のことで、Net Asset Valueの略。純資産総額は投資信託の貸借対照表（バランス
シート）の資産から負債を差し引いた額であり、それを単位口数に換算したのが基準価額になる。
ただし、REITでは純資産に、保有する物件の簿価と鑑定評価額の差額に当たる含み損益を加えた額を指す。

【計算式】 NAV=純資産額+含み損益-分配金総額
 1口当たりNAV＝NAV÷発行済投資口総数

用語

福岡リート投資法人の特徴

福岡リート投資法人の強みは、主に以下の5つです。

保守的な有利子負債
比率コントロール、返
済期限の長期分散

スポンサーとの連携による資産
規模の拡大と高稼働率の実現

国内外から注目を集める成
長都市福岡での厳選投資

福岡・九州の不動産事情
に精通する強みを活かし
た運用

投資した不動産を適切に運用

日本初の
地域特化型REIT

1 福岡都市圏を中心
とした優良なポー
トフォリオ

2 総合デベロッパー
であるスポンサー
の強力なサポート

3 上場以来安定した
分配金とNAV★の
着実な成長

5安定的な
財務基盤
の確保

4

（注） 2014年3月1日を効力発生日として、本投資法人の投資口1口につき5口の割合をもって分割しています。第1回～第3回公募増資の発行価格については、５で除した値で記載しています。

「都市の劇場」というコンセプトの下、市街地再開発事業として1996年
に開業した複合商業施設キャナルシティ博多。
福岡市の商業集積を形成する天神地区とJR博多駅を中心とするビジネ
ス街の中間に位置し、歓楽街として有名な中洲、またかつて博多商人の
街として栄え、博多山笠で全国的に有名な櫛田神社に近い場所に誕生
しました。デザイン設計はアメリカの建築家、ジョン・ジャーディ。プロジ
ェクトの計画地は、博多絹綿紡績会社（のちの鐘淵紡績博多支店工場、
以下カネボウ工場）の跡地で、福岡市の中心にありながら、かつての近
代社会を築いてきた都市機能を失ったまま忘れ去られていた土地でした。
1977年、その跡地の一部、約3,000坪の土地を福岡地所株式会社が
取得しました。当時はマンションとして再開発が計画されていました
が、「商都・博多の復興」の願いの下、構想が何度も練り直されました。
1982年には、基本整備構想を策定、翌年には基本計画を発表しました
が、キーテナントの業績が悪化したため、再開発は一時延期になりました。
1988年にようやく実現へ向けて大きな一歩を踏み出し、沈滞化してい
た博多エリアの中央部分を再浮上させ、博多エリア全体の均衡ある発
展を促す起爆剤として、1996年4月20日キャナルシティ博多が開業し
ました。開業前に懸念されていた周辺道路の交通渋滞は、行政と連携し
て道路整備を行った上、上川端商店街との間をつなぐ歩道橋が設営され、
キャナルシティ博多の開業とともに、上川端商店街はじめ周辺地域の活
性化が広がっていきました。

■ 竣工前
1957年当時のカネボウ工場。手前に国鉄線
路と引込線が見えます。

■ 竣工時
新たな都市機能として、天神・博多への回遊性
を高めるとともに、周辺地域の「川端」と「住吉」
間をつなげました。

■ 開業後
開業後2ヶ月で500万人が来場。周辺への大
きな波及効果を生み出し、「都市の劇場」が誕
生しました。

出典：「Canal City Hakata Concept Book」を基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。

キャナルシティ博多・誕生まで
〜完成まで約20年の歳月を要した再開発事業〜
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本投資法人の考え方に賛同する福岡・九州地域の経済界を
リードする有力企業が、株式会社福岡リアルティの株主（スポン
サー）として参画しています。本投資法人は、スポンサー会社か
らの優良な物件の拠出による資産規模の拡大、有用な情報提
供等のサポートを積極的に活用し、本投資法人の持続的な成長
を目指しています。
なお、スポンサー会社が保有・開発する物件に関して、安定的

かつ継続的な物件の取得機会を模索していくため、福岡地所株
式会社とは、本投資法人及び株式会社福岡リアルティとの間で、
パイプライン・サポート★に関する契約書を締結しています。

株式会社福岡リアルティは、東京証券取引所、福岡証券取引
所の不動産投資信託証券として上場している本投資法人の資
産運用会社です。
本投資法人との委託契約に基づき、「資産の取得及び売却」、

「資産の賃貸管理」及び「資金調達」といった重要な業務を本投
資法人より受託しています。
株式会社福岡リアルティは福岡市に所在し、不動産や金融、

株式会社福岡リアルティの役割と概要

その他の分野におけるさまざまな経験を有する常勤役職員41
名により構成され、高い専門性をもち、地元ならではの情報を
最大限に活かして、本投資法人の資産運用を行っています。

【Our Mission（目標）】
本投資法人は、不動産業の特徴である地域性（ローカル性）を

強みとして、福岡・九州地域の賃貸不動産に投資を行い、取得し

た不動産を適切に運営することで、中長期的に安定した収益を確

保し、将来にわたり安定した分配金を提供し続けるよう努めます。

【Act Local（地の利を活かした運用）】
本投資法人及び株式会社福岡リアルティは、現在、投信法令及

び金融商品取引法令上、上場不動産投資法人及びその資産運用

会社として、唯一首都圏・関西圏以外に登記・登録されています。 

本投資法人は、地域特化型REITとして地元における土地勘

及び地元の行政や経済界をはじめとする広範なネットワークに

依拠した情報の早さと厚みを活かし、情報収集力と物件のもつ

収益性の把握力を高め、投資対象物件の選別や保有資産運営

における差別化を図っています。

【Think Global（グローバルな発想）】
本投資法人は、IRを積極的に行うことにより、世界の資本市場

に対し、説明責任を果たしていきます。併せて、資産運用会社の

コーポレートガバナンス及びコンプライアンスに留意していき

ます。

本投資法人は、不動産や金融市場について、常に日本全体、

そして世界全体の動きを見極め、グローバルな発想で資本市場

の論理を斟酌して、資産運用に適切に反映していきます。

本投資法人は、常に投資家との対話を心掛け、説明責任を果

たすことに重点を置き、厳しいコンプライアンス方針の下、投資

家のために資産運用会社のファンドマネジメントスキルを活用

していきます。

Our Mission
地域特化型REIT

福岡・九州地域に精通した
資産運用会社が投資主の
最善の利益を目指す

Think Global
資本市場の論理

・説明責任、投資家との対話
・厳しいコンプライアンス方針
・ファンドマネジメントスキル

本投資法人及び株式会社福岡リアルティは、国内外の優良な
投資資金を地域の不動産金融市場へ呼び込むことが、福岡・九
州地域の街づくりの活性化につながると考えています。街づく
りや開発には直接関与しませんが、物件を取得することにより
物件の売主に新たな資金がわたり、その資金の一部が新たな
開発等に向けられることが期待されます。本投資法人には国内
外からの資金が投入されますので、福岡・九州地域全体として

地域活性化と魅力ある街づくりへの貢献

新たな投資資金が流入することになります。このような観点か
ら、福岡・九州地域の地域活性化と街づくりに貢献することが
できると考えています。 
投資主に対しては、保有資産からの収益を分配することで、
資金を還元します。
福岡・九州地域における街づくりの促進と地域経済の活性化

を通じて、本投資法人の収益の安定を目指します。

資産運用会社

株式会社福岡リアルティ

福岡リート投資法人
［ 証券コード：8968 ］

運用委託

投資主

Act Local
不動産はローカルなビジネス

・情報収集力における差別化（早さ・厚み）
・土地勘
・ネットワーク（行政・経済界）

 投資方針

福岡都市圏
60-90％

商業施設
40-70％

その他九州地域
（沖縄県及び山口県を含む）

10-30％
オフィスビル

20-50％
その他

0-10％
その他

（物流施設、住居、ホテル等）

0-30％

投資タイプ投資対象エリア

不動産投資信託
不動産

10%

九州電力

5%

福岡銀行

55%

福岡地所（注）
福岡リアルティ
（資産運用会社）

5%

西日本シティ銀行

5%

日本政策投資銀行

取締役 社外取締役

(注）パイプライン・サポートに関する契約書を締結しています。

5%

九州旅客鉄道

5%

西日本鉄道

5%

九電工

5%

西部ガス
ホールディングス

株式会社福岡リアルティとの関係

賃料等

保有

分配金

投資

パイプライン・サポート契約
スポンサーから第三者に先駆けて優先的に物件を取得できる機会等を与えられる契約をいう。

用語

福岡リート投資法人の基本理念

福岡リート投資法人（以下「本投資法人」）は、執行役員１名と監督役員２名で構成され、実際の投資運営は、資産運用会社で
ある株式会社福岡リアルティ（以下「福岡リアルティ」）に委託しています。そこで、本資料では本投資法人と福岡リアルティ
を一体として捉え、ステークホルダーへの価値創造についての情報を報告することとしました。
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価値創造ストーリー

外部環境

リスクと機会

運用

取得

リサーチ

管理・評価・
売却/入替

マテリアリテ
ィ

事業戦略

ESG課題への対応

サステナビリティ

社会に関する課題

環境に関する課題

組織に関する課題

サステナビリティ方針

社会に関する課題環境に関する課題 組織に関する課題

 >> P.32

 >> P.20

 >> P.22

 >> P.38

 >> P.29

 >> P.36

 運用戦略>> P.25

 施設における取り組み>> P.34

 運用戦略>> P.25

地域密着への取り組み>> P.37

 投資戦略>> P.24

福岡市内における再開発の
プロジェクト>> P.21

 投資戦略>> P.24
福岡市内における再開発の
プロジェクト>> P.21

サステナビリティ>> P.29

従業員への取り組み>> P.36

環境への取り組み>> P.32

Act Local,
Think Global

主な経営資源（インプット）

Act Local, Think GlobalOur
Mission 福岡・九州の魅力ある街づくりVision

事業活動

財務資本 保守的な有利子負債比率のコントロール
を通じた堅実な財務基盤の構築
・有利子負債比率(LTV)�����41.7%
・固定比率�����������93.4%

製造資本
長期にわたり安定的なキャッシュ・フロー
を創出し得る優良物件の発掘

人的資本

・専門性のある優秀な人材
・柔軟な働き方の支援体制
・キャリア形成支援制度
・常勤役職員数（注）�������� 41名
・資格保有者数（注）
	 不動産鑑定士1名/弁護士1名/
	 一級建築士1名/経営学修士2名

知的資本 ・�人材育成によって形成された各種スキル
・�長年の実践によるIR活動の経験と知見
・地域に根差した情報の蓄積

社会・関係
資本

・�テナントとの共創と信頼関係
・�プロパティマネジメント（PM）会社との
協働体制
・�地域社会、地域コミュニティとの連携
・スポンサーとの良好な信頼関係

自然資本 ・�保有物件の稼働において使用するエネ
ルギー及び水、空気等の自然資源
・�保有物件周辺の自然環境、生物多様性

財務資本
・TSR★過去10年　年率8.1％
・�1口当たり分配金　3,523円 / �
分配金利回り　4.1%
・格付　JCR：AA－（安定的）、R&I：A＋（安定的）

製造資本
・NOI利回り　5.2％
・含み益	 43,026百万円
・1口当たりNAV　178,348円

人的資本
・�資格保有率　�
宅地建物取引士 �
常勤役職員数41名中の　56.1%/�
不動産証券化協会認定マスター �
常勤役職員数41名中の　43.9%

知的資本
・��IRの年間面談件数�
国内184件　国外22件（電話会議含む）
・�受賞実績�
IR優良企業奨励賞（2014年）/日興アイ・
アールウェブサイト最優秀サイト（2021年）

社会・関係資本
・�スポンサーとの人材交流（スポンサーから
の出向3名、スポンサー等への出向8名）
・�オフィス環境改善�
（打ち合わせブース、植栽等の設置）
・�新型コロナウイルス感染拡大防止に対す
る取り組み（ワクチン接種支援等）

自然資本
・�グリーンビル認証取得率�
（延床面積ベース）77.8％
・�保有物件における電気使用量、水消費量
の削減
電気使用量2019年比8.84％減�
水消費量2019年比31.14％減

顧客・テナント
＜オフィスビル＞
・�ビジネスビル機会の創出、国外・域外企業の誘致、スタートアップ企
業の成長場所
＜商業＞
・�利用客の増加、雇用の創出、テナント同士の相乗効果（SCとの差別化）

地域・社会
＜商業・ホテル＞
・�利用者の新たな発見と満足度向上（九州初出店のお店等）
・�地域に密着した取り組みによる周辺地域交流の活性化
・外出する楽しみ、地域交流の場
＜物流＞
・�地域の流通網の高度化による一般市民の皆さまの利便性向上

従業員
・�人材交流・ローテーションによる経験値の向上
・�街づくりへの関与などによるやり甲斐のアップ
・�社会との接点を通じたさまざまな経験による人脈や人間力の向上
・�従業員のための人事戦略による、従業員の働き甲斐・満足度の向上
・�人生の豊かさを感じ、長く勤務しやすい各種制度の充実

投資主・金融機関
・福岡・九州の不動産への投資機会の創出
・�情報開示の充実による福岡・九州の魅力発信
・�投資主のエンゲージメントに応え、適切な投資と運営による安定した
利益還元と成長機会の獲得
・�金融機関取引先との良好な関係を維持し、適切な利益還元

スポンサー
・新規物件開発のための資金提供
・�地元の発展につながる開発を中長期でサポート
・�効率的かつ生産的な物件運用のための協働作業
・�継続的な情報交換による開発・運用力の強化
・人材交流による人的資本の強化

環境・自然
・�環境性能の高い物件への投資による環境保全
・�福岡・九州のサステナビリティへの中長期にわたる関与と貢献
・�不動産市場における環境への積極的な取り組みによる、自然との共
創
・�九州の自然を生かした不動産開発への関与

アウトカム ステークホルダーとの共創価値

商業施設 11物件

オフィスビル 11物件

住居 5物件

物流施設 4物件

ホテル 2物件

保有物件 計33物件
 >> P.42

※2022年8月31日現在関連するステークホルダー

地域社会 
物件所在地6県の人口 
合計約11,774千人

・施設共用を活用した地域イベント等の開催
・博多まちづくり推進協議会への参画	
・福岡証券取引所にて決算発表の実施

従業員
常勤役職員数　41名

・各種教育制度	
・従業員満足度調査の実施	
・従業員とのキャリア面談

顧客・テナント
全物件テナント総数　1,021

・商業施設での顧客満足度調査の実施	
・テナント満足度調査の実施

投資主・金融機関
投資主数　13,554名
取引のある金融機関数　22行

・投資主総会
・投資家向け説明会	
・1on1ミーティング（国内・海外）　　

環境・自然 
物件所在地/6県 

（福岡県、佐賀県、熊本県、 
大分県、鹿児島県、沖縄県） 
・環境保全（節電・節水）	
・グリーンビル認証

スポンサー 
スポンサー　9社

・優良物件の拠出	
・継続的な情報交換	
・人材交流

TSR
Total Shareholder Returnの略称。投資主（株主）総利回りと呼ばれ、キャピタルゲインと配当を
あわせた、投資主にとっての総合投資利回りをいう。
【計算式】 TSR（%）＝（1口当たりの分配金の総額＋投資口価格の上昇額）÷当初投資口価格×100

用語

（注）株式会社福岡リアルティ
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運用戦略  >> P.25

価値創造活動

管理・評価・ 
売却/入替

中長期的視野でのポートフォリオ管理と
適正な財務戦略

・ 健全な財務体質
・ �安定した分配金配当の実現

・� �財務資本�
（運用ノウハウ・実績）

・� �人的資本�
（ノウハウ）

・� �社会・関係資本�
（信頼関係・協働・連携）

・ �長期固定金利を主体とした財
務の安定性を重視した運営

・ �投資主の最善の利益を重視した
運営を堅持

運用

取得

リサーチ

管理・評価・
売却/入替

マテリアリテ
ィ

事業戦略

Act Local,
Think Global

投資戦略

財務戦略

 >> P.24

 >> P.26 資金調達（ファイナンス） 情報コミュニケーション（IR・SR）

運用
常に先を見据えた運用と
地域特化REITならではの

きめ細かな運用

・ キャッシュ・フローの安定性
・ �長期的な不動産ポートフォリオの価値の
最大化

・�人的資本�
（ノウハウ）

・�社会・関係資本�
（信頼関係・協働・連携）

・�自然資本�
（自然環境）

・ 既存物件のNOI維持
・ 本質的な環境への取り組み

価
値
を
創
出
す
る

プ
ロ
セ
ス
の
強
み・特
徴

関
連
す
る
諸
資
本

更
に
強
化
す
る
た
め
の

課
題
と
取
り
組
み

取得
福岡・九州地域の優良な不動産を

スポンサー企業や
地域社会を通じて取得

・ �安定的なキャッシュ・フローを創
出し得る物件の発掘・取得

・ �物件バリューアップ

・� �財務資本�
（資金調達力）

・ �製造資本�
（優良物件）

・� �人的資本�
（目利き力、専門知識）

・ 資金調達の多様化
・ �ネットワーク構築を活用した優良
な不動産の発掘

リサーチ
地元に精通し信頼関係を築いた人材が、

スポンサーや地域から
良質な物件情報を収集

・ 地元ならではの物件鑑定眼
・ �強固なネットワーク
・ �市場調査・分析

・� �知的資本�
（情報収集力）

・� �人的資本�
（ノウハウ）

・� �社会・関係資本�
（信頼関係・協働・連携）

・ �適正な業務実施に必要である
優秀な人材の雇用

・ �資産規模の拡大と高稼働率の
実現

 >> P.24  >> P.24  >> P.25  >> P.26

従業員
常勤役職員数　41名

・各種教育制度	
・従業員満足度調査の実施	
・従業員とのキャリア面談

投資主・金融機関
投資主数　13,554名
取引のある金融機関数　22行

・投資主総会
・投資家向け説明会	
・1on1ミーティング（国内・海外）　　

環境・自然 
物件所在地/6県 

（福岡県、佐賀県、熊本県、 
大分県、鹿児島県、沖縄県） 
・環境保全（節電・節水）	
・グリーンビル認証

スポンサー 
スポンサー　9社

・優良物件の拠出	
・継続的な情報交換	
・人材交流

顧客・テナント
全物件テナント総数　1,021

・商業施設での顧客満足度調査の実施	
・テナント満足度調査の実施

関連するステークホルダー

地域社会 
物件所在地6県の人口 
合計約11,774千人

・施設共用を活用した地域イベント等の開催
・博多まちづくり推進協議会への参画	
・福岡証券取引所にて決算発表の実施
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マテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス マテリアリティの見直しプロセス

社会的課題の抽出
社会からの要請・社内外のステークホルダー
の期待について、SDGs、ESG開示基準、評価
機関調査項目、同業他社の状況等から社会的
課題をリストアップ。

見直し対象項目を抽出
社会環境変化を整理し、現状の評価を踏ま
え、マテリアリティ見直し対象項目を抽出。

課題の絞り込みと優先付け
ステークホルダーにとっての重要度の観点
と、事業リスク・機会を踏まえて本投資法人
への影響度・重要度の観点から、抽出した課
題を絞り込み、優先付けを実施。マテリアリティ
（案）を作成。

第三者との意見交換
ステークホルダーとの対話や自社視点評価
を交えて見直し案を作成し、第三者へ意見聴
取。

経営レベルでの議論、妥当性の確認及び承認
マテリアリティ（案）について、資産運用会社の設置するサス
テナビリティ推進委員会で議論。さらにステークホルダーを
代表して有識者より意見・助言を受け、妥当性を検証した上
でマテリアリティを特定。最終的に、資産運用会社取締役会、
本投資法人役員会に報告。

経営レベルでの検討、更新
第三者の意見を踏まえた見直し案を資産運用会社の設定す
るサステナビリティ推進委員会で議論し、マテリアリティを更
新。最終的に、資産運用会社取締役会、本投資法人役員会に
報告。

本投資法人及び株式会社福岡リアルティでは、「中長期的な投資主の最善の利益を実現するためには、
収益性の追求に加えて、環境・社会・ガバナンス（ESG）への配慮が不可欠である」と考え、
不動産投資運用プロセスにおいてもESGの諸課題に対応しています。

STEP 1 STEP 1STEP 2 STEP 2STEP 3 STEP 3

マテリアリティ 方針・目標 KPI・目標 関連するSDGs

環境負荷の低減
・�プロパティマネジメント会社、ビルメンテナンス会社と協働し
てエネルギー消費量・温室効果ガス排出量・水消費量・廃棄
物排出量の管理と削減を推進する

・�（2030年までに）CO2排出量 
35％削減（2019年比、原単位）
ゴミリサイクル率 75％

建築性能・環境性能
の維持向上

・�定期的な不動産の性能評価及び機能評価を実施し、陳腐化し
た性能等の更新を行う

・�グリーンビル認証等を取得し、建物性能を可視化することで
競争力の維持向上を図る

・�（2030年までに）
 グリーンビル認証取得率�
 85％以上

魅力ある
職場の実現

（資産運用会社）

・�従業員に対する教育制度の拡充と資格取得の推奨により業
務の質の向上を図る

・�オフィス環境改善を継続し、快適な労働環境の提供を推進する
・�ワークライフバランスに配慮し、従業員の満足度向上を図る

・従業員1人あたり研修（回数）�
・�オフィス環境の改善（件数）

魅力ある
職場の実現
（テナント）

・�ES（従業員満足度）改善を推進し、テナント従業員の就業満足
度の向上に努める

・�テナント満足度調査定期実施
（全物件）

福岡・九州の
魅力向上や活性化

に貢献

・�福岡・九州の強み・魅力の情報発信強化を図る
・�地域経済・産業に関する調査研究の支援や魅力ある街づくりの
推進を地元経済界と連携して行う

・�地域経済団体等への加入・活
動参加

・�地域交流イベントの主催   
（回数）

地域社会との共創
・�地域コミュニティ活動への参加や運用不動産での各種取り組
みを通じて、地域社会との対話、連携を深め地域社会とともに
発展する

・�エリアマネジメント組織への
加入・活動参加

・�地域貢献活動への継続参加
（回数）

ステークホルダーに
対する

情報開示と対話

・�ステークホルダーに対して財務情報/非財務情報の適時・適
切な情報開示を行う

・�積極的なステークホルダーとの対話を通じた信頼関係の構築
を図るとともに、聴取した意見を経営戦略へ反映させる

・�投資家との対話（回数）
・�従業員サステナビリティ研修
（回数）

コンプライアンス/
リスクマネジメント

・�法令等の遵守徹底、利害関係者との間での取引に係る利益相
反の排除等のコンプライアンスの遵守徹底と適切なリスクマ
ネジメントを実現する社内体制の整備・運用により、企業価値
の維持・向上を目指す

・�コンプライアンス研修（回数）

環
境

社
会

ガ
バ
ナ
ン
ス

マテリアリティの特定へのあゆみ

2018年7月
BELS評価 4物件取得
（再交付）

2018年9月
責任投資原則（PRI）へ
の署名登録

2018年9月
21世紀金融行動原則
（PFA21）への署名登録

2022年4月
マテリアリティに対す
るKPIの設定

2022年9月
TCFD（気候関連財務情報開
示タスクフォース）提言への賛
同、「TCFDコンソーシアム」へ
の加入

2018年1月
サステナビリティ方針
の制定

2018年8月
「ふくおか『働き方改革』
推進企業」に認定

2018年9月
GRESBリアルエステイト
評価結果発表（初参加）

2022年8月
「気候変動・レジリエンス
ポリシー」の制定

2018年6月
DBJ Green Building
認証2物件取得（計9物件）

2017年9月
お客様本位の業務運営
に関する方針の策定

2017年度〜
GRESB2018参加への
取り組み開始

2019年9月

マテリアリティの特定

 >> P.30

 >> P.35

 >> P.36

 >> P.37

 >> P.38

 >> P.39

マテリアリティの特定

「社会・ステークホルダーにとっての重要度が高く、事業継続にとっての重要度が高い課題」について、下記特定プロセスにより環境・
社会・ガバナンスの観点で8個のマテリアリティを特定しています。

重要項目

高

高

社
会
・
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

事業継続にとっての重要度

環境
● 環境負荷の低減
● 建築性能・環境性能の維持向上

社会
● 魅力ある職場の実現（資産運用会社）
● 魅力ある職場の実現（テナント）
● 福岡・九州の魅力向上や活性化に貢献
● 地域社会との共創

ガバナンス
● ステークホルダーに対する情報開示と対話
● コンプライアンス/リスクマネジメント

課題のマッピング

本資産運用会社は、ステークホルダーの皆さまからの要請・期待や本投資法人の事業への影響度・重要度などを踏まえて、サステナ
ビリティへの取り組みに当たってのマテリアリティ（重要課題）の特定を行いました。
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本投資法人は、「福岡・九州の優良な不動産を運用対象として世界中の投資家に紹介し、地元に資金を呼び込もう」という意
志の下、長年にわたり安定的なキャッシュ・フローを創出し得る物件に厳選投資し、継続的に資産規模の拡大を図っていま
す。商業施設・オフィスビルに加えて物流施設・住居・ホテルなど、投資タイプを広げることでポートフォリオの多様化を行っ
ています。

※金額は取得価格を記載しています。
（注） 共有持分の88.28％であり、金額は譲渡時の鑑定評価額を記載しています。

資産規模拡大の歩み

200,000

（百万円）
取得価格

150,000

100,000

50,000

40

（件）

30

20

10

上場時

2005年
6月

第2期

2005年
8月期

第3期

2006年
2月期

第4期

2006年
8月期

第5期

2007年
2月期

第6期

2007年
8月期

第7期

2008年
2月期

第8期

2008年
8月期

第9期

2009年
2月期

第10期

2009年
8月期

第11期

2010年
2月期

第12期

2010年
8月期

第13期

2011年
2月期

第15期

2012年
2月期

第14期

2011年
8月期

第16期

2012年
8月期

2021年
8月期

第32期

2020年
8月期

第34期
0 0

第17期

2013年
2月期

第18期

2013年
8月期

第19期

2014年
2月期

第20期

2014年
8月期

第21期

2015年
2月期

第22期

2015年
8月期

第23期

2016年
2月期

第24期

2016年
8月期

第25期

2017年
2月期

第26期

2017年
8月期

第27期

2018年
2月期

第28期

2018年
8月期

第29期

2019年
2月期

第30期

2019年
8月期

第31期

2020年
2月期

第33期

2021年
2月期

第36期

2022年
8月期

第35期

2022年
2月期

ロジシティみなと香椎 8,150
マリノアシティ福岡（マリナサイド棟） 5,250
パークプレイス大分（隣接地） 590

鳥栖ロジスティクスセンター　1,250

グランフォーレ薬院南　1,100

パークプレイス大分 1,470
（スポーツクラブNAS）
イオン原 ▲5,410
ショッピングセンター（売却）
Aqualia警固（売却）　　　　▲2,800

ロジシティ久山　5,050

木の葉モール橋本 10,000
東比恵ビジネスセンターⅡ 4,230
パークプレイス大分（隣接地） 860

東比恵 3,290
ビジネスセンターⅢ
ロジシティ若宮 1,700
パークプレイス大分 990
（ホームプラザナフコ）

天神西通りビジネスセンター（底地） 7,700
キャナルシティ博多・B ▲7,640
グランドビル（売却） （注）

博多筑紫通りセンタービル　4,320

ティサージホテル那覇　2,835

（取得物件）
キャナルシティ博多 32,000
キャナルシティ・ビジネスセンタービル　14,600
パークプレイス大分 15,700
呉服町ビジネスセンター 11,200

サンリブシティ小倉　6,633

Aqualia警固　2,800
Aqualia千早　1,280

天神西通りセンタービル　2,600

ディー・ウイングタワー 2,800
ホテルフォルツァ大分 1,530
天神ノースフロントビル　2,800

サニックス博多ビル 4,400
小嶺台コミュニティモール 740

大博通りビジネスセンター　7,000

アメックス赤坂門タワー 2,060
スクエアモール鹿児島宇宿 5,300
熊本インターコミュニティSC 2,400

イオン原ショッピングセンター 5,410
小嶺台コミュニティモール（売却） ▲740

花畑SC 1,130
シティハウスけやき通り 1,111
久留米東櫛原SC 2,500

東比恵ビジネスセンター　5,900

キャナルシティ博多・B　28,700

ケーズデンキ鹿児島本店　3,550

4

23 23

24

25

27 27
27

25
26

26

28
29 29 29

31 31
32 32

33

■ 商業施設　■ オフィスビル　■ 物流施設　■ 住居　■ ホテル　  　 物件数

5

7

8

11
11

14
15 15

16 16 16 16
17 17

19

20
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0
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0
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0第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

第32期
2020年
8月期

2,814 2,804
2,623

2,8992,8992,9392,9392,9342,934

5,334 5,370
5,079

5,493 5,591 5,633
3,536 3,523

第33期
2021年
2月期

第34期
2021年
8月期

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

第32期
2020年
8月期

第33期
2021年
2月期

第34期
2021年
8月期

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

第32期
2020年
8月期

第33期
2021年
2月期

第34期
2021年
8月期

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

第32期
2020年
8月期

第33期
2021年
2月期

第34期
2021年
8月期

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

第32期
2020年
8月期

第33期
2021年
2月期

第34期
2021年
8月期

8,658 8,830
8,194

9,178 9,242 9,231 9,162
8,518

8,904 8,867

5,596
5,307 5,347 5,336

0000

第30期・第31期
2019年3月～
2020年2月

第3２期・第3３期
20２０年3月～
202１年2月

第2８期
201８年
8月期

第2９期
201９年
2月期

第３０期
201９年
8月期

第３１期
20２０年
2月期

第32期
20２０年
8月期

第2７期
201８年
2月期

第2８期
201８年
8月期

第2９期
201９年
2月期

169

第３０期
201９年
8月期

129

第３１期
20２０年
2月期

148

第3２期
20２０年
8月期

149

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

第27期
2018年
2月期

第35期
2022年
2月期

第3６期
2022年
8月期

第2７期
201８年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

41
3838 3939

第32期
2020年
8月期

41

第2７期
201８年
2月期

第2８期
201８年
8月期

第2９期
201９年
2月期

第３０期
201９年
8月期

第３１期
20２０年
2月期

第3２期
20２０年
8月期

8年
6ヶ月

第3３期
202１年
2月期

8年
10ヶ月

第3４期
202１年
8月期

8年
10ヶ月

9年
6か月
9年
6ヶ月

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

9年
6か月
9年
6ヶ月

第30期・第31期
2019年3月～
2020年2月

第32期・第33期
2020年3月～
2021年2月

第34期・第35期
20２1年3月～
2022年2月

第34期・第35期
2021年3月～
2022年2月

第33期
2021年
2月期

42

第34期
2021年
8月期

41 41 4140
442,586 2,675

2,816

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

第27期
2018年
2月期

第28期
2018年
8月期

第29期
2019年
2月期

第30期
2019年
8月期

第31期
2020年
2月期

第32期
2020年
8月期

第33期
2021年
2月期

第34期
2021年
8月期

3,512 3,593 3,687 3,693 3,642

3,250 3,361
3,539

第33期
202１年
2月期

第34期
202１年
8月期

第3３期
202１年
2月期

133

第3４期
202１年
8月期

54

114114

90

第35期
2022年
2月期

第36期
2022年
8月期

105 101

25,541
29,467

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

44.7

55.3

46.2

53.8

46.3

53.7

46.3

53.7

47.6

52.4

51.2

48.8

51.2

48.8

50.0

50.0

56.1

47.7

52.3

190,163190,163

43.943.9

168,138
182,352 184,715 183,532 182,336 186,972187,891 186,088 185,177

10か月10ヶ月
7年7年

10か月11ヶ月
7年7年

2,8602,860

7年
7か月7ヶ月

9年
1ヶ月
9年 9年

4ヶ月
9年

38.9 39.1 39.7 39.7 39.8 41.4 41.3 41.2 41.5 41.7

43,026
31,804 34,087 36,923 37,92737,648 40,761 42,812

0

90,000 190 2.00

1.50

0.50

175

160

145
0.00

60,000

30,000

175

160

145

（Mwh）

（データカバー率） （データカバー率）

（原単位） （原単位）
800,000

600,000

400,000

200,000

（m3）

1.00

79,474

71,192
74,150

596,007

405,366 418,232

70.1％ 70.2％ 70.1％ 70.2％70.2％ 70.2％

1.35

180

160

0.91 0.940.940.94

167167167

第28期・第29期
2018年3月～
2019年2月

607,352

70.1％

第28期・第29期
2018年3月～
2019年2月

81,339

70.1％

184

1.37

財務ハイライト 非財務ハイライト 

営業収益 資産運用会社 常勤役職員数（注2）

資産運用会社 常勤役職員勤続年数（注4）

鑑定評価額の推移（含み益） 電気使用量（注6） 水消費量（注6）

当期純利益 資産運用会社 常勤役職員男女比率（注3）

1口当たり分配金NOI★ 国内外IRミーティング件数（注5）

LTV★

（注１） ��期末帳簿価額には信託建設仮勘定を含みません。　（注2） �常勤役職員数は、株式会社福岡リアルティに常勤する役員、正社員、契約社員、派遣社員、受入出向者等の合計人数を記載しています。
（注3） 男女比率は、常勤役職員数に占める男女の比率を計算しています。　（注4） �従業員勤続年数は、株式会社福岡リアルティの正社員、契約社員の平均勤続年数を算出しています。
（注5） �国内外IRミーティング件数は実施日を基準に、基本的に前期の決算に関する面談、電話会議による機関投資家、アナリストとのIRミーティングの延べ件数を記載しています。第32期は、新型コロナウイルスの影響により、

実面談数が減少しています。
（注6） �商業施設4物件とオフィスビル7物件の合計11物件の合計値を記載しています。原単位は、延床面積（㎡）を稼働率で補正し計算しています。データカバー率は、全物件に対するデータ集計対象物件の面積割合を期末時点

で計算しています。キャナルシティ博多、キャナルシティ博多・B、キャナルシティ・ビジネスセンタービルは、全館の電気使用量及び水消費量を合計しており、一部本投資法人の保有していない劇場部分の電気使用量及び
水消費量を含みます。パークプレイス大分は、本棟区画のみを対象とし、各独立店舗区画は除きます。データは、4年分の掲載です。

財務・⾮財務ハイライト （5年間グラフ）

期末帳簿価額 含み益＝期末鑑定評価額-期末帳簿価額

男性 女性

（注１） （注１）

LTV
Loan to Valueの略称で、借入金比率を示す指標。借入金返済の安定度を測る
尺度である。値が小さいほど、負債の元本償還に対する安全度が高いといえる。 
【計算式】 LTV（％）＝（有利子負債総額÷総資産）×100

用語 NOI
Net Operating Incomeの略称で、不動産賃貸事業やREITの運用で生じるキャッシュ・フローに該当し、半年や年間等決算期におけ
る賃料から管理費用や固定資産税等の諸経費を控除した純収益。現金支出に関係しない減価償却費や借入負債の支払い利息、税金
は差し引かない。
不動産やREITの資産価値を評価する指標として使われ、企業価値評価の指標で営業キャッシュ・フローに相当するEBITDAと類似し
ている。
不動産物件の理論価格を求めるには、NOIをキャップレート（還元利回り）と呼ぶ利回りで割って計算することが一般的に行われている。




